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公募型プロポーザル方式に係る手続き開始のお知らせ 

 

次のとおり提案書の提出を求めます。 

 

平成３０年３月２２日 

世田谷区 

 

 
１． 事業計画の概要 

（１）事業計画の概要 

世田谷区では、平成２８年度に財務省より旧国家公務員用賀住宅跡地の一部を取得してお

り、平成３６年度までに、公園計画の立案、整備を行い、隣接する上用賀公園の拡張を目指

している。 

上用賀公園拡張予定区域の開設にあたり、世田谷区の上位計画や上用賀公園拡張整備の基

本的な考えを踏まえ、核となるスポーツ・レクリエーション機能を検討し、公園全体での公

園機能の向上、魅力の最大化、維持管理の効率化を踏まえ、官民連携による都市公園のスト

ック効果を高めるため、民間活用の可能性検討を行う。検討の結果を踏まえ、公園の基本計

画（案）を作成するとともに事業スキームを構築し、開園までの事業計画（案）を作成する。 

 
２．業務の概要 

（１）契約件名：上用賀公園拡張事業計画検討業務委託（その１） 

（２）委託箇所：世田谷区上用賀四丁目３６番 

（３）対 象 地：上用賀公園拡張予定区域（約３．１ｈa） 

※平成２８年３月３１日に開園した既開園区域（約１．０ｈa）は含まない。 

（４）履行期間 

平成３０年７月上旬から平成３２年３月下旬まで（予定） 

（各年度の予算案が議決され、予算が配当されることを条件として、契約を行う。また、委

託契約は年度ごとに行い、平成３０年度の履行内容が良好と認められること等を条件とし

て、平成３１年度の契約を行う。平成３０年度の履行期限は、平成３１年３月３１日まで

とする。） 

 

３．提案限度額 

   平成３０年度 約２０，７３２，０００円（消費税込み） 

   平成３１年度 提案限度額は定めない。 

   

４．審査委員会 

    委託先の候補者を選定するため、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポーザル方式業者

審査会設置要綱により審査委員会を設置する。 

 

５．プロポーザル方式を採用する理由 

本件受託者には、「住民参加を踏まえた公園計画」、「民間活用や市民協働による公共施設の

整備」、「体育館等のスポーツ・レクリエーション総合施設の計画」、に関する深い理解や事業

計画の策定業務における豊富な経験が必要である。世田谷区のみどり行政並び当該地の現況や

課題を踏まえ、整備内容及び事業化方策を検討し、整備スキーム、官民連携のあり方を決定す

るためには、多面的な情報を把握・分析し、計画立案に的確に反映することのできる専門的な

技術が求められる。 

これらの条件を満たす能力等を有する事業者に委託する必要があるため、プロポーザル方式

により候補者を選定する。 
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６．参加資格条件 

   提案提出者は、次に掲げる条件を全て満たすものとする。本プロポーザルに参加できる者 

は、以下の項目に該当する単体企業又は特定委託共同企業体（以下「ＪＶ」という）とする。 

（１）単体企業として本プロポーザルに参加する応募者の場合は、次に掲げる要件をすべて満

たすものとする。 

  ①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第1項の規定に該当しないこ

と。また、同条第2項（同令第167条の11第1項において準用する場合も含む。）によ

る措置を現に受けていないこと。 

②世田谷区から指名停止及び入札参加禁止の措置を受けている期間中でないこと。 

③都道府県民税・市町村民税の滞納がないこと。 

④会社更生法（昭和27年法律第172 号）に基づく更生手続き開始の申し立て、又は民事

再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていな

いものであること。 

⑤世田谷区の物品買い入れ等競争入札参加資格を有し、営業種目「都市計画・交通関係

調査業務（取扱品目：地域・地区計画）」、「都市計画・交通関係調査業務（取扱品目：

公園・レクリエーション施設計画）」に登録があること。 
⑥応募者又はその役員が、世田谷区暴力団排除活動推進条例（平成24年12月10日条例

第55号）第２条に掲げる暴力団、暴力団員、暴力団関係者及びそれらの利益となる活

動を行う者でないこと。 

 

（２）ＪＶとして本プロポーザルに参加する応募者の場合は、次に掲げる要件を全て満たすも

のとする。なお、ＪＶを構成する者の呼称は、代表構成員、構成員とする。 

①代表構成員は、６．（１）①から⑥をすべて満たすこと。 

②代表構成員は本業務の中心的役割を担う履行能力を持つこと。 

③すべての構成員は、６.（１）①から⑥をすべて満たすこと。 

※単体企業として参加表明書を提出し資格を得た応募者が、一次提案書の提出までに代

表構成員としてＪＶを組成し、別途定める共同企業体協定書を提出し、応募すること

は認める。 

※ＪＶとして参加表明書を提出し資格を得た応募者が、一次提案書の提出までにＪＶの

構成員を新たに追加し、別途定める共同企業体協定書を提出し応募することは認める。 

 

   （３）参加における制限 
①応募者からの応募は１点のみとする。 

②応募者は、連名による応募はできない。 

③応募者が単体企業である場合、他の応募者であるＪＶの代表構成員を含む構成員とな

ることはできない。 

④応募者がＪＶである場合、その代表構成員を含む構成員は他の応募者であるＪＶの代

表構成員を含む構成員となることはできない。 

⑤応募者が業務を再委託する協力事務所は、他の応募者の単体企業、及びＪＶの代表構

成員を含む構成員となることはできない。 

※応募者が業務を再委託する協力事務所が、他の応募者の協力事務所となることは妨げ

ない。 

※（２）の※で追加された構成員が、（３）③～⑤を満足しない場合は、該当する構成

員が所属する全てのＪＶは失格となる。 

※上記①～⑤の制限に関しては、各企業の支店など事業所が別であっても、同一法人格

の場合は同一企業と見なす。 

 

（４）業務実績 

・応募に必要な資格に応じた業務実績について 
６．（１）単体企業について 
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単体企業若しくは協力会社（再委託）において、以下の①～④の業務実績を有

すること。なお、元請けとなる単体企業においては、以下の①～④の業務実績の

うち２つ以上有すること。 

※実績を証明することのできる資料を参加表明書に添付すること。 

 

６．（２）ＪＶについて 

代表構成団体若しくは構成団体において、以下の①～④の実績を有すること。

なお、代表構成団体となる企業においては、以下の①～④の実績のうち一つ以上

有すること。 

        ※実績を証明することのできる資料を参加表明書に添付すること。 
 

過去に国または地方公共団体が発注する以下の類似業務に携わった実績を有するこ

と。 

   「類似業務」：同一業務、若しくは個別業務として①～④全ての業務を履行した実績を

有すること。 

①地区公園等２ha以上の公園の基本構想又は基本計画について元請けとして実績を有

すること。 

②建築面積２０００㎡以上のスポーツまたはレクリエーション施設の計画について、

基本構想又は基本計画について元請として実績を有すること。 
③ワークショップ等、市民協働・住民参加による公共施設や公園の計画又は設計のい

ずれかに関する業務について元請として対応した実績を有すること。 

④民間活用よる公共施設等の計画、整備、管理及び運営の手法に関する調査検討につ

いて元請として対応した実績を有すること。 

※元請の実績とは、再委託先が元請けとして実施したもの、ＪＶ構成員としての実績

を含むものとする。 

 

  （５）参加資格要件 
      以下の項目を満たす技術者を全て配置するものとする。 

①主任技術者又は担当技術者において、技術士（建設部門 都市及び地方計画）または
技術士（建設部門 建設環境）を保有する者を一名以上配置するものとする。 

②主任技術者又は担当技術者において、一級建築士の資格を保有する者を配置するこ

と。 
 

７．スケジュール（予定） 

○手続き開始の公告     平成３０年３月２２日（木） 
○説明書の交付期間     平成３０年３月２２日（木）～４月２０日（金） 
○参加表明及び一次審査に関する質問受付期間    
             平成３０年４月 ３日（火）～４月 ６日（金）         
○参加表明及び一次審査に関する質問回答書送付及び区ホームページ掲載日 

平成３０年４月１１日（水） 
○参加表明書及び一次審査書類の提出期間 

平成３０年４月１８日（水）～平成３０年４月２０日（金）   
○一次審査         平成３０年５月１１日（金） 

 （書類審査） 
○一次審査結果の通知    平成３０年５月１６日（水） 
○現地見学会        平成３０年５月２２日（火） 
              ※プロポーザル招請通知にあわせて別途通知する。 
○二次審査に関する質問受付期間 

平成３０年５月２２日（火）～５月２５日（金） 
○二次審査に関する質問回答書送付及び区ホームページ掲載日 
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平成３０年５月３０日（水） 
○提案書（二次審査）の提出期間 

平成３０年６月１３日（水）～６月１５日（金） 
○二次審査         平成３０年６月２７日（水） 
（書類及びヒアリング審査） 
○二次審査結果の通知    平成３０年６月下旬 
○契約予定時期       平成３０年７月上旬 

 

８．説明書の交付 

（１）交付期間：平成３０年３月２２日（木）～４月２０日（金）  

（土日祝日を除く９時から１７時まで） 

（２）場所：世田谷区みどりとみず政策担当部みどり政策課（城山分庁舎１階）窓口及び世田谷区

ホームページ。 

住所 〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２４－１ 

電話 ０３（５４３２）２５９２ 

FAX  ０３（５４３２）３０８３ 

HP   世田谷区トップページ→くらしのガイド→楽しむ・学ぶ→公園・緑道案内 

→公園に関するお知らせ→上用賀公園拡張事業計画の事業者募集について  

（３）交付方法：上記窓口にて希望者に無償で交付する。また世田谷区ホームページに掲載する。 

 

９．参加表明及び一次審査に関する質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

   平成３０年４月３日（火）９時から平成３０年４月６日（金）１７時まで 

（２）参加表明及び一次審査に関する質問方法 

【様式１６】「参加表明及び一次審査に関する質問書」を電子メールに添付し提出すること。 

なお、電話での質問には応じない。 

（３）送付先 

   E-mail SEA02074@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（４）メールの表題について 

   「【上用賀プロポ】参加表明及び一次審査に関する質問書」とし、メールを送付すること。 

（５）回答方法 

   質問事項を取りまとめ、平成３０年４月１１日（水）までに質問者全員に電子メールにより

回答する。また、世田谷区ホームページにも掲載する。 

 

１０．参加表明の提出期間、提出先及び方法 

（１）提出期間  

平成３０年４月１８日（水）９時から平成３０年４月２０日（金）１７時まで（厳守） 

（２）提出先 

   世田谷区みどりとみず政策担当部みどり政策課（城山分庁舎１階） 

住所 〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２４－１ 

電話 ０３（５４３２）２５９２ 

（３）提出方法及び部数 

 応募する場合は、以下の書類に必要事項を記入の上、みどり政策課に直接持参または郵

送とします。郵送する場合は「特定記録郵便｣又は｢書留郵便｣にて到着日時を指定し、受付

期限までに送付物の到着を電話で確認してください（なお、郵送する場合は副本を返却す

るための、返信用封筒に必要な切手を貼付し同封すること）。   

１１．①、③～⑧については、必ず提出すること。ＪＶとして参加表明する場合は、②を

あわせて提出すること。⑨、⑩の参考資料については提出を任意とする。 

なお、参加表明書作成に必要な資料については、ホームページ上に掲示する。 

mailto:SEA02074@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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・参加表明書一式（正）【１１．（１）①～⑧】 １部 

 １１．（１）②～⑧を２穴紙ファイル等に綴じ、①を添えて提出する。 

   ・参加表明書（副）【１１．（１）①】 １部 

 

１１．参加表明書に求める内容 

   各様式に必要事項を記入し提出すること。 

項  目 留意事項 

①参加表明書 

【様式１】 

・【様式１-１】参加表明書（単体企業用） 

・【様式１-２】参加表明書（共同企業体用） 

※単体企業、共同企業体のいずれかの体制として参加表明書を提出

する。 

※正・副各１部ずつ提出すること。内容を確認し、副本は受領印を

押印し返却する。 

②特定委託共同企

業体協定書 

【様式２】 

・ＪＶとして、事業を応募する場合に提出する。 

③事業者の概要 

【様式３】 

・応募者名、事業者名、代表者名、所在地、設立年月日、資本金額、

従業員数、沿革、事業内容を記載する。 

④協力事務所参加届

【様式４】 

・再委託先の協力事務所の概要、再委託する業務範囲を記載する。 

⑤業務実施体制 

【様式５】 

・配置予定の主任技術者及び担当技術者を記載する。 

・担当技術者欄は、最低２名とし、必要に応じて適宜追加すること。 

・他のコンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学

識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、再委託先

又は協力先を記載すること。 

⑦企業実績 

【様式６】 

上記「６．参加資格条件（４）に該当する業務」の実績を記載する。 

記載する実績は６件以内とする。 

※「６．参加資格条件（４）①～④」全ての実績を記載すること。

（同一業務として行っているか、個別業務として行っているかに 

ついては問わない。） 

※確認のため実績等を証明することのできる資料を添付すること。 

⑧ 予定技術者の経

歴と類似業務の実

績等 

【様式７】 

【様式８】 

・配置予定の主任技術者及び担当技術者の経歴を記載する。 

・業務の実績は、配置予定の主任技術者及び担当技術者が過去に従

事した業務について、自己評価の高い業務を優先的に記載する。 

・記載する業務数は６件以内とする。 

・手持ち業務について記載する。  

※確認のためテクリス登録証（登録していない場合は契約時の仕様
書等確認できるもの）を添付すること。 

※「６．参加資格条件（４）①～④」全ての実績を有している場合

は、そのことが分かるように記載すること。 

⑨ 参考資料１ 

【様式自由】 
※提出は任意とする。 

・会社概要がわかるパンフレット等 

⑩ 参考資料２ 

【様式自由】 
※提出は任意とする。 

・過去に国または地方公共団体が発注した、類似業務「６．参加資

格条件（４）に該当する業務」に携わった際の成果内容がわかる

資料等（冊子、概要の分かる資料、ホームページ等の印刷物など） 

・提出する冊子等は最も自己評価の高いものとし、「６．参加資格条

件（４）に該当する業務」①～④の各実績が分かるもの１つとし、

最大４件までとする。 
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１２．提案書（一次審査書類）の提出期間、提出先及び方法 

（１）提出期間  

平成３０年４月１８日（水）９時から平成３０年４月２０日（金）１７時まで（厳守） 

（２）提出先 

   世田谷区みどりとみず政策担当部みどり政策課（城山分庁舎１階） 

住所 〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２４－１ 

電話 ０３（５４３２）２５９２ 

（３）提出方法及び部数 

直接持参または郵送とします。郵送する場合は「特定記録郵便｣又は｢書留郵便｣にて到着

日時を指定し、受付期限までに送付物の到着を電話で確認してください（なお、郵送する場

合は副本を返却するための、返信用封筒に必要な切手を貼付し同封すること）。 
・提案書（正）【１３．（１）①～③】 １部 

 １３．（１）②～③を左上ホッチキス留めとし、（１）①を添えて提出する。 

   ・提案書（副）【１３．（１）①～③】 ５部 

 １３．（１）②～③をクリップ等にて仮止めし、（１）①を添えて提出する。 

（※提案書（副）は審査で使用するので（１）①【様式９】の提出者及び連絡担当者欄は削

除し提出すること。） 

 

１３．一次審査提案書に求める内容 

 （１）書式と内容について 

提案書は、文字サイズ１２ポイントを標準とし、文字は読みやすい大きさとする。用紙は

片面印刷、カラー可とし、各項目について記載すること。留意事項に示された条件に適合し

ない場合は、無効とすることがある。また、提出物の記載内容等について区担当者より質問

がある場合は、個別に連絡をとることがある。以下の②～③については、提出者を特定する

ことができる内容（社名等）、担当者名が特定できる内容は記載しないこと。 

    また、提案書の作成にあたっては、別紙仕様書（案）を参考とし、業務の実施方針につい

て企画提案を行うこととする。 

項  目 留意事項 

① 提案書表紙 
【様式９】 

・提案書（副）は審査で使用するので提出者及び連絡担当

者欄は記載しないこと。 

② 概要書 
【様式１０】 

【Ａ３サイズ、横】 

・概要書には、企業実績、業務実施体制、予定技術者の主

な経歴、資格等を記載する。概要書は、参加表明書に添付

した業務体制や実績等の書類をとりまとめたものである。 

③ 課題１ 業務実施方針 
【様式１１】 

【Ａ３サイズ、横】 

【１枚】 

・本業務実施方針について、目的及び想定される業務内容

の特徴を踏まえ、取組体制、業務の進め方について、特

に重視する配慮事項等を記載する。 

 ※取組体制については、提出者（再委託先等を含む）を

特定することができるような内容の記述（社名、組織名、

担当者名、過去の成果品等）を記載してはならない。 

 

１４．提案書の審査方法（一次審査）  

    参加表明書及び提案書（一次審査）の提出を受けて参加資格の確認を行い、以下の評価項

目について一次審査（書類審査）を行い、提案書（二次審査）の提出予定者を上位３者程度

に決定する。一次審査通過者は、二次審査への招請通知を、平成３０年５月１６日（水）に

書面により送付する。なお、二次審査へ招請を行わない事業者に対してもその旨を書面にて

通知する。二次審査へ招請を行う事業者に対し、１４．（２）のほかに別途対象地の現況図

面等の資料を貸与する。また、あわせて、二次審査書類作成の留意点等について通知する。 

  （１）審査委員会及び評価基準 

提出された提案書の審査は、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポーザル方式業者



 

 7

審査会設置要綱に基づき、区職員で構成する審査委員会を設置し、下記審査項目及び別に

定める審査要領に沿って点数を付け順位を決定する。 

 

  【一次審査の項目】 

選定の項目 評価項目 

① 業務の取組体制 

以下、１）～４）の各分野の企業の業務実績、予定技術者の経験、

能力、実績等を踏まえた取り組み体制評価する。 
１）地区公園等の公園の基本構想又は基本計画に関する取り組み体 

制について評価する。 
２）スポーツまたはレクリエーション施設の計画に関する取組体制

について評価する。 
３）市民協働・住民参加による公共施設の計画又は設計の検討に取

り組む体制について評価する。 
４）民間活用による公共施設等の計画、整備、管理及び運営の手法

に関する調査検討に取り組む体制について評価する。 

②課題１ 

 業務実施方針 

目的、本計画の背景をふまえ、条件、内容、取組体制、配慮すべき 

事項について、業務の進め方、着眼点や理解度の高さについて評価 

する。 

 

（２）企画提案における世田谷区発行の参考資料 

 世田谷区のホームページ上で掲載している下記の資料を参考とすること。 

 ・世田谷区基本計画 

   ・世田谷区都市整備方針 

  ・世田谷区環境基本計画 

   ・世田谷区風景づくり計画 

   ・世田谷区みどりとみずの基本計画（平成２９年度までの計画） 

    ※世田谷区みどりの基本計画（平成３０年度から１０年間の計画） 

（平成３０年４月１日にＨＰ掲載予定） 

   ・生きものつながる世田谷プラン（生物多様性地域戦略及び行動計画） 

   ・世田谷区公共施設等総合管理計画 

   ・世田谷区スポーツ推進計画 

   ・世田谷区スポーツ施設整備方針 

   ・上用賀四丁目地区地区計画 

   ・【参考資料１】上用賀公園拡張予定地 現場説明資料 

   ・【参考資料２】上用賀公園拡張予定地 図面資料 

   ・【参考資料３】上用賀公園拡張予定地 高低図 

 

１５．二次審査に関する質問の受付及び回答 

（１）受付期間 

   平成３０年５月２２日（火）９時から平成３０年５月２５日（金）１７時まで 

（２）質問方法 

【様式１７】「二次審査に関する質問書」を電子メールに添付し提出すること。 

なお、電話での質問には応じない。 

（３）送付先 

   E-mail SEA02074@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（４）メールの表題について 

   「【上用賀プロポ】二次審査に関する質問書」とし、メールを送付すること。 

 

mailto:SEA02074@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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（５）回答方法 

   質問事項を取りまとめ、平成３０年５月３０日（水）までに質問者全員に電子メールにより

回答する。また、世田谷区ホームページにも掲載する。 

 

１６．提案書（二次審査書類）の提出期間、提出先及び方法 

（１）提出期間  

平成３０年６月１３日（水）９時００分から平成３０年６月１５日（金）１７時まで（厳守） 

（２）提出先 

   世田谷区みどりとみず政策担当部みどり政策課（城山分庁舎１階） 

住所 〒１５４－８５０４ 世田谷区世田谷４－２４－１ 

電話 ０３（５４３２）２５９２ 

（３）提出方法及び部数 

直接持参または郵送とします。郵送する場合は「特定記録郵便｣又は｢書留郵便｣にて到着

日時を指定し、受付期限までに送付物の到着を電話で確認してください（なお、郵送する場

合は副本を返却するための、返信用封筒に必要な切手を貼付し同封すること）。 
・提案書（正）【１７．（１）①～⑧】 １部 

 １７．（１）②～⑦を左上ホッチキス留めとし、（１）①、⑧を添えて提出する。 

   ・提案書（副）【１７．（１）①～⑧】 ５部 

 １７．（１）②～⑦をクリップ等にて仮止めし、（１）①、⑧を添えて提出する。 

（※提案書（副）は審査で使用するので（１）①【様式１２】の提出者及び連絡担当者欄は削

除し提出すること。） 

 

１７．二次審査提案書に求める内容 

  （１）書式と内容について 

提案書は、文字サイズ１２ポイントを標準とし、文字は読みやすい大きさとする。用紙は

片面印刷、カラー可とし、各項目について記載すること。留意事項に示された条件に適合し

ない場合は、無効とすることがある。また、提出物の記載内容等について区担当者より質問

がある場合は、個別に連絡をとることがある。以下の②～⑧については、提出者を特定する

ことができる内容（社名、組織名、担当者名、成果品等）が特定できる内容は記載しないこ

と。 

    また、提案書の作成にあたっては、別紙仕様書（案）を参考とし、業務の内容について企

画提案を行うこととする。仕様書（案）の内容を踏まえ企画提案することとするが、企画提

案により業務の内容を変更すること可能である。 

   

項  目 留意事項 

① 提案書表紙 
【様式１２】 

・提案書（副）は審査で使用するので提出者及び連絡担当

者欄は記載しない（削除する）こと。 

② 概要書 
【様式１０】 

・概要書には、企業実績、業務実施体制、予定技術者の主

な経歴、資格等を記載する。概要書は、参加表明書に添付

した業務体制や実績等の書類をとりまとめたものである。 

・概要書をヒアリング審査の実施体制、実績等の参考資料

として用いる。 

※参加表明に用いた概要書を添付すること。変更は認めな

い。 

③課題１ 

業務実施方針 

【様式１１】 

【Ａ３サイズ、横】 

【１枚】 

・本業務実施方針について、目的及び業務内容の特徴を踏

まえ、取組体制、業務の進め方について、特に重視する

配慮事項等を記載する。 

 ※取組体制については、提出者（再委託先等を含む）を

特定することができるような内容の記述（社名、過去の
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成果品等）を記載してはならない。 

・本業務対象地の概要と位置付け（評価、可能性等）につ

いて、記載すること。 

※課題２から課題５を作成するなかで、一次審査の内容を

一部変更することは可能とする。しかし、実施方針の基

本的な考えを変更することは認めない。 

④ 課題２ 

基本方針（案）作成のための

手法等の提案 

【様式１３】 

【Ａ３サイズ、横】 

【１枚】 

・以下２点について記述する。 

①拡張事業計画の基本方針の作成のため、調査・検討手

法の提案 

②生きものつながる世田谷プラン（生物多様性地域戦略

及び行動計画）に基づく生きもの拠点機能に対する提

案 

⑤課題３ 

公園機能やスポーツ施設の

官民連携手法（案）の提案 

【様式１４】 

【Ａ３サイズ、横】 

【１枚】 

・世田谷区の上位計画、上用賀公園拡張整備の基本的な考

え方、周辺の地域資源等をふまえ、公園機能やスポーツ

施設（体育館、多目的広場、駐車場等）の官民連携手法

（案）を検討し、その実現に向けた事業化方策（民間活

用の導入可能性の検討）の検討手法の提案を行う。 

⑥ 課題４ 

住民との合意形成手法の提

案 

【様式１５】 

【Ａ３サイズ、横】 

【１枚】 

・別紙仕様書（案）４．スケジュール（案）を参考に、住 

民参加の手法、合意形成の工程について検討し提案を行 

う。住民参加の手法、公園利用者、近隣住民等の視点を 

踏まえ、提案を行うこと。 

⑦課題５ 

工程計画 

【Ａ３サイズ】 

【様式自由】 

・２ヵ年の工程計画（平成３０年度から平成３１年度まで） 

を検討項目ごとに記載する。 

⑧参考見積書 

【Ａ４サイズ】 

【様式自由】 

・平成３０年度から平成３１年度までの２ヵ年それぞれの

概算（業務項目、算出根拠、見積）とする。別紙仕様書

（案）のほか本プロポーザル提案内容を踏まえたものと

する。 

 

 

１８．提案書の審査方法（二次審査） 

（１）審査委員会及び評価基準 

提出された提案書の審査は、世田谷区公園整備及び管理に関するプロポーザル方式業者審査

会設置要綱に基づき、区職員で構成する審査委員会を設置し、下記審査項目及び別に定める審

査要領に沿って点数を付け順位を決定する。 

（２）ヒアリングの実施 

提案書の内容について、配置予定の主任技術者及び担当技術者に対してヒアリングを実施し、

審査する。提案の説明は２０分程度とし、その後２０分程度の質疑を行う。説明に用いる資料

は提案書のみとし、新たな資料等の配布は認めない。プロジェクターおよびパソコンを使用す

る場合は必要な機器を持参すること（スクリーンは区で用意）。説明は、主任技術者または担

当技術者が行い、事業者側の出席者は計４名までとする。 

ヒアリング実施予定日：平成３０年６月２７日（水） 

会場、時間等の詳細については、審査対象者に電子メールにより通知する。 
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【二次審査の項目】 

審査の項目 評価項目 

提案書 

課題１ 

業務実施方針 

目的、本計画の背景をふまえ、条件、内容、業務の

取組体制、進め方、配慮事項すべき事項について、

着眼点や理解度の高さについて評価する。 

課題２ 

基本方針（案）作

成のための手法

等の提案 

①調査・検討手法が目的と合致しているか。 

②生きもの拠点の設定が適切か評価する。 

課題３ 

公園機能やスポ

ーツ施設の官民

連携手法（案）の

提案 

事業化方策検討（民間活用の導入可能性の検討）に

向けた検討プロセスについて評価する。 

提案設定の妥当性、創造性、魅力性を評価する。 

実現可能な検討手法になっているか評価する。 

課題４ 

住民との合意形

成手法の提案 

住民と公園の関係性等の視点を適切に捉え、住民参

加手法について検討されているか。適切な工程、過

程となっているか評価する。 

課題５ 

工程計画 

調査や分析、調整等の業務量の把握状況を示す工程

計画の妥当性について評価する。 

ヒアリング 

技術力 
提案書の内容をよく補完し、専門技術を十分に有し、

発揮できるかについて評価する。 

取り組み意欲 
業務に対する熱意、取り組み意欲が強く感じられる

かについて評価する。 

コミュニケーシ

ョン能力 

説明がわかりやすく、質問に対する応答が明快かつ

迅速かについて評価する。 

見積書 見積の妥当性 
見積金額の妥当性と作業量及び業務内容の配分が適

切かについて評価する。 

 

１９．二次審査結果の通知 

   審査結果の評価合計点が最も大きい提案をした提出者を委託候補業者として選定する。審査

結果は、平成３０年６月下旬頃、提案書（二次審査）を提出した者に郵送により通知する。 

 

２０．その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   ・日本語及び日本国通貨に限る 

（２）契約等について 

・契約保証金：免除 

・契約書作成の要否：要 

   ・審査の結果、第一順位の提案者を委託先の第一候補者として委託内容の詳細及び仕様に

ついて協議し、区及び候補者双方の合意に基づき契約を締結する。第一候補者が辞退し

た場合は、次点の候補者と契約にむけた協議を行うこととなる。 

   ・一時審査に関する招請通知、一時審査経過の通知を受け取ったものが参加を辞退する場

合は、辞退届により事務局まで提出すること。なお、辞退した場合でもこれを理由とし

て、区が発注する業務発注等に不利益な扱いを受けることはない。 

   ・予定配置技術者は原則として、変更できないものとする。病休、死亡、退職等の極めて

やむ終えない理由により変更を余儀なくされた場合には同等以上の技術者を配置し、発

注者の了解を得なければならない。 
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   ・本プロポーザルは契約候補者の選定を目的とし、区は選定された提案書の内容に拘束さ

れないものとする。 

・当該事業に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方との随意契

約により締結する予定の有無：有 
平成３１年度 上用賀公園拡張事業計画検討業務委託（その２） 

     ただし、２．（４）記載の条件等による。 
・再委託について 

      業務の全部又は主要な部分もしくは、契約金額の２分の１以上に相当する業務を第三

者に委託してはならない。 

（３）参加表明書及び提案書の作成に関わる費用について 

参加申込書及び提案書の作成ならびに提出にかかる業者の費用は、参加者の負担とする。 

（４）記載内容の変更について 

参加表明書及び提案書の提出後において、記載内容の変更は認めない。また、参加表明

書に記載した予定技術者は、原則として変更することができない。ただし、やむを得ない

理由により変更を行う場合は、同等以上の技術者であることを示し、発注者の了承を得な

ければならない。 

（５）提案者の失格について 

    参加表明書又は提案書に虚偽の記載をした提案者、若しくは審査の公平性を損なう行為

を行った提案者は失格とする。 

（６）参加表明書及び提案書の取り扱い等について 

   ・提出された参加表明書及び提案書は返却しない。また、選定以外の目的に使用しない。 

   ・区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称ならびに提案

書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

 

２１．担当部署 

みどりとみず政策担当部みどり政策課  

津田・岡田・黒沼（電話０３－５４３２－２５９２） 

※担当部署の組織変更について  

平成３０年４月に「みどり３３推進担当部みどり政策課みどり保全・創出担当」と 

変更予定である。 


